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　　　　　　　　　　委員長

　　　　　　　　　　委　員
午前　１０時００分　開会

委員長　　本日は５名の委員の出席を得ましたので、委員会は成立いたしました。

　ただいまから、平成２４年第２３回教育委員会定例会を開催いたします。

　本日の会議に出席する職員は、寺西次長、小池庶務課長、森下学務課長、中島生涯学習課長、矢部指導室長、田中新しい学校づくり担当課長、大澤学校地域連携担当課長、代田中央図書館長の、以上８名でございます。

　本日の会議録署名委員は、会議規則第２９条により谷田委員にお願いいたします。

　本日の委員会は２名から傍聴申し出がなされており、会議規則第３０条により許可しましたので、お知らせいたします。

○議事

日程第一　議案第２３号　意見の聴取について

（庶務課）

委員長　　日程第一　議案第２３号「意見の聴取について」、庶務課長より説明してください。
庶務課長　　おはようございます。どうぞよろしくお願いいたします。

　それでは、議案第２３号ということで、議案書の方をご覧いただきたいと思います。意見の聴取ということでございます。

　上記の議案を提出するということでございますけれども、平成２４年第４回東京都板橋区議会に提出される各案件につきまして、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２９条の規定に基づき区長から意見の聴取があったので、ご審議いただくものでございます。

　上程される条例につきましては、記書きに書いてございますけれども、幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例ということでございます。

　内容でございますけれども、めくっていただきまして、お給料が減額されるという内容のことですけれども、給料表が改定されるということでございます。

　１０月１０日に、特別区人事委員会から勧告が出ておりまして、その勧告の内容は、月例の給与は４年連続引き下げの改定をするということでございます。特別給の改定はありません。
　その月例給をどのように引き下げるかといいますと、公民較差の是正ということでございますので、給料表の引き下げは平均７８３円、パーセンテージにしますと０．１９％ということでございます。
　職員の平均年間給与がどのぐらい下がるのかといいますと、約１万３，０００円下がるという内容でございます。
　この内容は、１１月２２日の夜半、労使の妥結がございまして、今回、条例改正するものでございます。

　表が続いておりますけれども、その後の付則になりますが、この条例は平成２５年１月１日から施行いたします。
　　一番最後、３２ページというところを見ていただきまして、提案理由でございますけれども、幼稚園教育職員の給与を改定するほか、所要の規定整備をする必要があるため、条例の改定ということで意見が聴取されるものでございます。

　ご説明については、以上です。

委員長　　質疑、ご意見等がございましたら、ご発言ください。

　要するに、特別区人事委員会の勧告で、区役所全体に対して適用して、教育委員会としては幼稚園の教職員だけについて審議しているということで、よろしいでしょうか。
　特にご意見がなければ、お諮りいたします。日程第一　議案第２３号「意見の聴取について」、原案のとおり同意することにご異議ございませんか。

（異議なし）

委員長　　では、そのように決定いたします。
○議事

日程第二　議案第２４号　幼稚園教育職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則（案）
（庶務課）

委員長　　日程第二　議案第２４号「幼稚園教育職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則（案）」について、庶務課長から説明願います。
庶務課長　　それでは、議案第２４号につきまして、説明させていただきます。

　ただいま申し上げましたとおり、条例で給料表が改定になりますけれども、そうしますと、お給料が下がるということになります。

　幼稚園教職員の管理職手当につきましては、その上限を規則で決めることになっておりまして、本来ならば、条例が制定された後に規則を改正するという形のものが一番正当な流れかとは思いますけれども、この規則の改正につきましては、個々の、個人に対します金額が変わらない限り、その幅を規定するのであれば準備を進めてもよいであろうというような解釈がございまして、そのために準備を進めさせていただいているものでございます。

　説明にいたしましても、先ほどの意見の聴取のところで、合わせてこちらの説明をさせていただいてご審議いただければ、その方が分かりやすいかと判断をさせていただきまして、本日、提出させていただくものでございます。

　内容でございますけれども、その範囲を決めるために別表第２条関係というものがございますけれども、この支給額のところを改定するものでございます。
　提案理由のところに書いてございますが、平成２４年度特別区人事員勧告に基づく、幼稚園教育職員給与表の改定に伴い、園長（再任用以外の職員）に係る管理職手当の額が幼稚園教育職員の給与に関する条例第十条に定める上限である４級における最高号給の給料月額の１００分の２０を超えることになるためにここの範囲を減額するというものでございます。

　一番最後に書いてございます新旧対照表を見ていただくと分かりやすいかと思いますけれども、現行が右に書いてございます。旧の給料表ですと、４級で一番号数の高い方、一番長く勤めて最高額になっている方の１００分の２０が９万１，４００円になりました。それが、お給料が下がることに伴いまして９万１，２００円ということになりますので、今回、規則の改正をお願いするものでございます。そのほかにつきましては影響がございません。
　こちらの規則も、平成２５年１月１日から施行ということでお願いしたいと考えてございます。

　ご説明については、以上でございます。
委員長　　質疑、ご意見等がございましたら、ご発言ください。

谷田委員　　通常の任用の園長先生だけ下がるのですよね。ほかは影響がないというのは、どうして、そういうふうになるのですか。
庶務課長　　手当の幅になりますので、今回は、園長先生のところだけ収まらないということです。
谷田委員　　園長先生のところだけ変えれば大丈夫だと、そういうことなのですか。
庶務課長　　はい。
谷田委員　　他の役職の方とのバランスとかというのは余り関係ないということですか。２００円の話だからね、すみません。
委員長　　先ほどと関連しますけれども、民間の方もかなり下がっている。会社とか、逆に上がっているところもあるのですけれども、どちらかというと、ここでいう期末手当のもの、ボーナスで下がっているところが多いのですけれども、民間で下がっているので、役所の方もやむを得ないかなという感じはしております。
　ということで、ほかにご意見がなければ、お諮りいたします。日程第二　議案第２４号「幼稚園教育職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則（案）」について、原案のとおり決定することにご異議ございませんか。
（異議なし）
委員長　　では、そのように決定いたします。
○報告事項

１．「いたばし未来創造プラン」（素案）について
（資料庶－１・庶務課）

委員長　　それでは、報告事項について聴取します。報告１「いたばし未来創造プラン（素案）」について、庶務課長から報告願います。
庶務課長　　それでは、「庶－１」ということでお願いいたします。
　素案そのものについては分厚いものになっていると思いますけれども、素案の概要ということをつけさせていただいておりますので、概要と、それから素案の一番最後の方に「所管項目一覧」ということで書いてございまして、これは大変申し訳ないのですけれども、文教児童委員会で使用したものになっておりまして、子ども家庭部のものも入っておりますが、こちらで事業を見ていただいた方が分かりやすいかと思いますので、素案の考え方等は概要でご説明させていただいて、その中で、教育委員会に関する事業につきまして、ご説明させていただきたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。
　それでは、概要をお開きいただきたいと思います。
　まず、総論ということでございますけれども、「はじめに」という形で（１）（２）、２ページにわたりまして（３）ということでございますけれども、ここにつきましては、「いたばし未来創造プラン」を作成するに当たりまして、区を取り巻く環境というようなことでの記述がございます。
　内容といたしましては、昨今言われているような内容でございますので割愛させていただきまして、（３）のところ、２ページをめくっていただきたいと思いますが、こちらをご説明したいと思います。

　板橋では、板橋の強み、板橋力のさらなる充実へということで、板橋区が、どのような形で板橋の力というものを考えているかということがこちらに現れていますので、こちらを説明させていただきます。

　板橋区は、２３区中第１位の製品出荷額を誇る工業・産業区ということになります。それとにぎわいの中心となる商店街、全国的に大山商店街等は有名ですけれども、そういう強み。それと、都市農業ということで、少ない農地もございます。

　また、緑というものに重点を置いておりまして、武蔵野の面影が残るというような形で、緑と潤いをもたらす農業などの産業ということであります。

　また、２３区内随一のベッド数を誇っておりまして、医療機関のストックが非常に充実しています。

　これらを強みというふうに捉えまして、最後から２番目に書いてございますが、未来に向かって成長し続ける、持続可能性のある都市「板橋」、これを創造していきたいということでございます。

　２番からは、この新たな「未来創造プラン」の策定の細かなところの説明になっております。計画の目的というところで、今申し上げましたとおり、「変動する今日的な課題に迅速に対応するとともに、持続的な区政経営を支える財政基盤を確立するため、このプランを創造する」ということでございます。
　計画の性格ということですけれども、現在、現行の基本計画が平成２７年度までということで、その最終３カ年を締めくくる実施計画というもの、それから、その後に新しく策定されます次期基本計画へのステップという形での総合計画というような位置づけになってございます。

　また、２ページから３ページにかけまして、政策の構想ということで書いてございますけれども、「Ｎｏ．１プラン２０１５」というものを、昨今の情勢に鑑みまして作成したところでございますけれども、それと経営革新計画というものを合わせて、合体した形で新たに「未来創造プラン」としたものでございます。
　計画の期間は、今申し上げましたとおり３カ年ということでございます。

　板橋区の目指す姿というのを一番最後の３ページの下に書いてございます。
　今までも申し上げましたけれども、黒字で示してありますところ、持続的な発展を可能とし、生産年齢人口を増やし、定住化を促す策を推進して、板橋力の充実による「東京で一番住みたくなるまち」をキーワードという形で、今回、特に打ち出しているところでございます。

　４ページになりますが、計画の進め方でございます。第一段階として、ステップ１ということで先ほど申し上げました３年間、ステップ２といたしましてはその後につながるものということで、具体的な方策を検討していくということになってございます。

　成長戦略ということでございますけれども、成長戦略につきましては、継続して３年間にかかわる方向性を示して取り組んでいきたいというふうに考えておりまして、その方向性というものはどういうものかといいますと、①、②ということで具体的な像を示してございます。

　まず、「魅力創造発信都市」ということで、住みたい、働きたい、活動したい、訪れたい、そういうまちを目指したいということでございます。

　また、２番目といたしまして、安心・安全ということで、快適に住めるまち、働けるまち、活動できるまち、訪れるまちというような形で、こちらを考えているところでございます。

　そうした考えを図に表したものが、真ん中に書いてあるものでございます。成長戦略としては、そのような形でステップアップしていきたいというふうに考えているところです。

　一方、経営構造改革ということにつきましては７ページの後半から書いてございます。今の情勢ですと、扶助費の増加が顕著になっているということ、そして、区財政の硬直化がさらに進行しているということです。
　また、教育委員会と特に関係がございますけれども、学校などの公共施設の老朽化が進み、また、建設時が重なっており、一斉に耐用年数を迎えつつある現状がありますので、改修・改築に伴う莫大な費用が一定の時期に集中して予測されているということでございます。これらを踏まえますと、継続的な経営構造改革の必要性があるというような形で考えております。

　５番として区制展開の新たな視点ということで、自助、共助、公助の連携によるまちづくり、これは特に東日本大震災以降、重視されてきた視点です。
　また、ＣＳＲ理念の導入ということで、これは特に持続可能というようなところを注視いたしまして、順次導入を図っていきたいと考えております。

　９ページからは、具体的な「Ｎｏ．１プラン２０１５」等々についてのローリングの考え方等を示しているところでございます。５点ほど書いてございます。

　１点目は、「選択と集中」を行うということでございます。

　また、２つ目につきましては、フレキシブルな考え方を持って、目標量を達成できなくなる見込みが明らかな事業については、下方修正も含めて検討しますということを申し上げています。

　また、３番目につきましては、下方修正というよりも、社会情勢によりまして達成が困難というものについては、存廃も含めて抜本的に見直すということでございます。

　また、先ほど申し上げました公共施設の整備については、そのような形での課題が想定されますので、新たに公共施設整備に関する方針等を決めて取り組んでいくということを書いています。

　５番目といたしましては、そのような形で様々な課題がございますので、政策会議等の会議体でしっかりと検討して進めてまいるというようなことで書かせていただいているところです。

　３つの重点政策、重点政策体系図ということで、１０ページの後半に示しているところでございます。

　財政収支見通しにつきましては、少し不透明なところがありますのできちんと進めていくというような形にとどまっております。計画事業については、「所管項目一覧」というものと合わせて見ていただきたいと思いますので、所管項目をご覧いただいてもよろしいでしょうか。

　今のプランでは全部で９２事業あるということなのですけれども、教育委員会といたしましては、「あたたかい人づくりナンバーワン」の①人づくり力アップということの１１事業中８事業ございます。

　検討内容につきましては、細かく本編に書いてございます。検討による事務量の増減はどうなのかというご質問等になるかと思いますけれども、「人づくり力アップ」ということであると、環境整備（２）特別支援学級の整備・充実は目標量が上がっておりますが、そのほかは横ばい、あるいは下方修正ということになってございます。
　教育委員会関係でいきますと、安心・安全ナンバーワンプラン⑦安心・安全力アップの１３事業のうち１事業、緑の環境力アップの１７事業のうち２事業、都市再生力アップの２８事業のうち１事業というような形でございますけれども、この中では、上方修正というものはありません。

　「Ｎｏ．１プラン２０１５」編については以上でございます。

　次に経営革新編でございます。
　こちらの（２）で、経営政策の視点ということでございますけれども、①、②という形で書いてございます。限られた経営資源を効果的に配分し、最適化を図っていくという視点を持つということでございます。

　また、役割を終えた事業や重複事業を着実に整理していきまして、プライオリティといいますか、施策の優先度を勘案して、事業見直しを行うということでございます。

　ローリングの方針、基本的な考え方が１２ページから１３ページの方に書いてございます。

　（２）のところで、取り組みの方向性ということでございますけれども、今回、特に目立っている部分でございますが、新規改革項目の追加ということでございます。

　（３）に、次の見直しの際の視点を踏まえて、新規改革項目の追加を行うということにしておりまして、収入確保、あるいは事業の縮小、統廃合等を考えていくということでございます。

　計画の体系につきましては、３つの基本項目というのが１３ページに書いてございます。
　改革の方向性ということでございますけれども、①といたしまして、全体の質の向上への取り組みということで、職場の業務改善や行政評価制度を中心とした、ＰＤＣＡサイクルを徹底させていきたいということでございます。

　また、②内部管理業務の見直しということで、先ほども申し上げました収入確保を徹底するということ、特に、区立施設へのＰＰＳというようなものを取り込みながら内部管理業務の見直しを図っていきたいと考えています。経費節減ということをより進めていくということになるかと思います。

　また、③では、事務事業の効率化と資源の有効活用の取り組みということで、先ほど申し上げましたように、公共施設などを見直していきたいということでございます。

　１５ページ後半に財政健全化への指標ということで、経常収支比率が平成23年度決算で９１．９％に達してしまったものを適正な水準と言われている７０％から８０％を目指していきたいということでございます。

　１７ページには、体系図がありますが、教育委員会としては、新規項目が多くなっています。

　特に、新規項目では、内部管理業務の見直しというところの（３）で１事業、それから３番の事務事業の効率化と資源の有効活用の取り組みというところでは、２番の社会経済情勢の変化に合わせてというところで、新規が５事業ございます。
　また、事業の目的及び効果を検証し、事業の整理・統合・廃止を進めますといううちの１つは、ふれあい給食の廃止があがっています。
　次の項目においても１事業が挙げられているところでございます。
　１８ページ、今後のスケジュールということでございます。
　こちらは、パブリックコメントを予定してございます。１２月２２日からパブリックコメントをかけまして、住民の方のご意見等々をお伺いいたしまして、来年の１月中旬には庁内検討会、３０日にはプレス発表というようことで進めていきたいと考えています。長くなりましたけれども、説明は以上でございます。よろしくお願いいたします。

委員長　　質疑、ご意見等がございましたら、ご発言ください。
庶務課長　　すみません、もう少し新規等のご説明をさせていただきたいと思います。
　素案の本編で説明させていただきたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。

　６９ページからでございます。

　学校開放の見直しということでございます。
学校地域連携担当課長　　学校開放でございますが、今、土曜日、日曜日、それから夜間に、体育館とか校庭を、学校が開放してございます。
　これは、区の規定によりますと、学校施設使用条例で、原則有料でございますが、１０名以上登録していただいた団体については免除ということでやってございます。現実的には、ほとんど１００％近くが免除ということで、実質的には無料という扱いになってございます。

　従来から、受益者負担の原則、応分の負担を求めるべきではないかというようなご意見もいただいてございます。

　ただ、学校開放につきましては、地域の身近な場を、コミュニティ活動、スポーツ活動ということで利用するということで、今までは減免ということで、費用をいただかなかったのですが、その辺の、応分の負担を検討していただきたいということと、それから、今は鍵の受け渡しとか、そういうことを全部、副校長先生がやられているのです。副校長先生の負担が非常に大きいという問題もございます。

　それから、あと１点は、利用者のマナーの問題、これは、例えば、たばこを吸ったり、ごみをちらかしたり、時間を守らない、車で来る、夜遅くまで学校の周りで話していると、苦情が非常に多くきております。

　そういった現行の管理運営方法、この辺も今のままでいいのかどうか、そういった部分も合わせて検討すべきではないかと、そういったことで行政評価を受けてございまして、その点を受けまして、管理運営方法の見直しにつきまして、応分の負担を含めて検討していきたいということでございます。
庶務課長　　続きまして、８７ページになります。

　８７ページは新規で、区立幼稚園の見直しということですが、説明してもらってもいいですか。
学務課長　　分かりました。では、これは私の方から。

　まず、区立幼稚園の見直しにつきましては、右側にございますように、入園者数の減少により、新河岸幼稚園のあり方を見直します。
　現在、区立幼稚園は、高島と新河岸の２園体制でやっているところでございますが、少子化の問題もございますし、設立当初に比べると、私立幼稚園の数も増えている、そういった状況も含めて、２園体制そのものがどうかというところから、今のところ入園者数の減少があるという新河岸幼稚園について、あり方を見直していきますというのが、まず、この１つ目でございます。

　２番目が、天津わかしお学校の見直しでございますが、こちらも、ここに書かせていただきましたように、まず児童数が減少していること、また、メインの建物は昭和４２年の建設の建物でございます。その施設の老朽化等もありまして、こういった区立の病弱特別支援学校の廃止というのが続く中で、施設のあり方自体について検討していきますということで俎上に上がっております。

　もともとは、昭和４２年以前、大磯にあったものがこちらで新設になりまして、設立当初で、ピーク時は１００人ぐらいのお子さんがいらして、そのうちの７割ぐらいが喘息といったように、主に喘息の転地療養というところが目的でした。昭和４０年代当時ですと、板橋区よりもはるかに環境がいい鴨川の地というのが効果的だったのですが、今は服薬治療等でかなり喘息も改善されていますので、そういった環境も含めて、あり方について検討していきますというものが、この見直しでございます。

生涯学習課長　　続いて、社会教育会館が出ております。ご承知のように、社会教育会館につきましては、成増と大原の２館がございます。

　区民の社会教育の拠点として、区民自身が「集う、学ぶ、結ぶ」を合い言葉に、講座、教室、フォーラム等を開催しまして、区民に開かれた学習を支援、推進し、多くの団体が、今、育っておるところでございます。
　また、人権とか平和、女性、家庭教育等の講座、あるいは初心者向けのパソコン講座、それによって、また学校教育をサポートする機能も、数多く開催しているところでございます。

　このように、社会教育会館につきましては、区民の生涯学習を推進する上で非常に重要な役割を果たしているわけでございますが、大原社会教育会館につきましては昭和４９年に開設ということで、もう４０年近く経っております。
　また、成増につきましては１０年後の昭和５９年に開設しまして、３０年経過することから、今後の公共施設の中長期的な状況を考える中で、この辺についてはあり方を検討するという俎上に上がったものでございます。

　今後、社会教育施設としての機能について、あるいは職員配置について、平成２５年度に総合的に検討するというふうなことになっておりまして、現在、当課で、かなり中での検討を既に始めているところでございます。

庶務課長　　次は、８９ページになります。
　教育科学館の見直しです。
生涯学習課長　　科学館でございます。科学館は、今年度より２期の指定管理をしていただいているところでございますが、これは昭和６３年９月に開設していまして、二十何年か経っておるわけでございます。

　プラネタリウムとか放送施設等について、非常に老朽化が目立っておるところがございます。変更には多額の費用がかかってくるというふうな部分もございまして、この辺が課題かなというふうに思っております。

　ただ、これは、平成２９年３月末まで現在の指定管理者が運営しますので、長期的に検討して、その後どうしていくかということを明らかにしていこうというふうな話になっております。
　以上です。

指導室長　　同じページの一番下、教育相談所の見直しについてでございます。これは、具体的には蓮根相談所の廃止に関する案件です。

　平成２７年度に教育支援センターができます。そこに教育相談機能ができることに伴って、今現在、教育相談全般の見直しを図っています。

　教育相談といいながらも、療育の部分まで手を広げているところもありますので、そういったことも関係課と調整しながら、相談機能を精選していく中で、相談所の見直しというところも出てきたところであります。

　この蓮根については、隣接する志村第六小学校の児童数が非常に多くなってきて、学校としての使い勝手や、「あいキッズ」の問題等もあって、相談所の施設そのものの使い方等も検討する中で、平成２７年度の教育支援センターの開設とともに、蓮根は教育相談所としての機能を閉じるというようなことで計画に載せさせていただいているものでございます。

　以上です。

庶務課長　　次の新規事業は９６ページになります。ふれあい給食の見直しです。
学務課長　　ふれあい給食につきましては、学校のランチルームという施設を使いまして、学校給食の理解促進と、地元の方々と地域との交流というところを主眼に進めてきた事業でございまして、具体的には、周辺地域のお年寄りの方と児童生徒が一緒に給食を食べるといったような事業でございますが、形としては、公費でお客様の方々の給食費を負担しながら、子供たちがイベントとして、企画しながらやっていくというものでございましたけれども、参加していただいているお年寄りにも一定の効果があるだろうということで、行政評価上は自己負担をいただくべきではないかというご指摘もございます

　そういった中で色々議論をしていったところでございますが、参加者に対しての給食を丸ごと公費で負担するという事業形式はいかがなものかという視点と、あとは、もう１点、こういった地域交流の場というのは、この間、開かれた学校づくりということで、寺子屋事業であったり、「おやじの会」であったり、色んな形で地域の方が既に学校とかかわりをもっているところもありますので、公費で負担する形でお招きするという交流を設定しなくても交流が進んでいるというところで、今回、見直しの対象として議論した中で、廃止ということで整理させていただいたものでございます。
庶務課長　　続きまして、１２ページになりますが、小中学校就学援助の見直しというものです。
学務課長　　低所得者の就学の機会の確保ということで就学援助制度がございますが、これにつきましても、費用的には非常に大きな経費負担がありますので、どのような形で、より効率的なものができるのかということで、内容の見直しを行っていくものでございます。

　認定基準そのものを変えるという方法もあり、また、かつてやったように就学援助の費目の単価を見直すというところで効率性を高めるという方法も含めて、一定の見直しをして、財政的な効果を発揮しましょうということで、俎上に上がっているという状況でございます。
庶務課長　　教育委員会にかかわります新規事業につきましては、以上でございます。
委員長　　ということで、ご意見、質疑等がございましたら、お願いいたします。

　項目がたくさんあるので、それぞれ色んな意見があるかと思いますので、まとめることはできないので、１つずつでもお願いいたします。

今井委員　　２７ページ、人づくり力アップの７番で、１０カ年目標量で２校と出ているのは、もう既に我々が知っていることですよね。確認だけですけれども。

新しい学校づくり担当課長　　そうですね。平成１８年から平成２７年度ということですので、既に行われております平成１８年度の板橋第四中学校、平成１９年度の高島第七小学校のことを指しています。
今井委員　　それから、幼稚園ですけれども、反対とか文句を言うつもりではなくて、ロジックとして、数年前に官民格差か何かで値上げしていますよね。

学務課長　　ええ。

今井委員　　実は、それで減っているとすれば、下げて存続、値上げして減らなかったのであれば廃止が妥当という、そういうふうに思っていたのですが、新河岸が減っているのは、そういうお金のせいではないということが共通理解としてあると、なくなってもしようがないかなというふうに納得しやすいかなという気がするのですけれども。

学務課長　　全体的に少子化というのもあるのですが、特に新河岸の地域では、周辺の保育園等につきましても、幼稚園の対象である４歳、５歳児というところでは空きが出ている状況もございます。

　ご指摘のように、確かに公民較差で料金を上げた分もありますが、高島幼稚園は同じ料金体系ですけれども新河岸ほど落ち込んでいないということを考えますと、新河岸は地域的な問題が多いのかなというところです。

　また周辺の幼稚園でも、新河岸の方面ですと比較的、定員を割り込んでいる園が多いということで、地域的に少し子どもが少なくなっているのかなというところが一番大きいというふうに考えていますけれども。
今井委員　　分かりました。周辺の幼稚園の動向と同じということは、すごくいい情報、説得的だなと思いました。

委員長　　そうですよね。新河岸は、とにかく高島に比べてさらに少ないですし、高島の方は私立幼稚園に受け入れられなかったお子さんも来ているので、結構、遠方からも来ているということで、なくすわけにはいかないというのがあるのですが、新河岸も、本当は２園、区立としては残っていた方がいいのですけれども、財政的な面も考え合わせると、やむを得ないかなという感じはいたします。
学務課長　　法案の行方もあるのですけれども、幼稚園をめぐっては、子ども園化という話も出てきますが、新河岸幼稚園は都営住宅のところを拝借している部分もありますので、そういった場合、食事の提供など、設備の改造といいますか、そういった施設面でもかなり制約が多いものですから、この後、発展的な動きがなかなか難しいというところも懸案事項としてあります。
委員長　　あとは、天津わかしおも、本当は残した方がいいという部分もあることはあると思いますけれども、現在、定員数の半分以下ですし、肥満、喘息より、偏食の方が多いですよね。

学務課長　　そうですね。今、最も多いのは、たしか偏食が中心になっています。今現在、８０名の定員のところが、５月１日で３１名。偏食の方が１６名ですから、５０％を超えています。喘息の方は６人で２割以下ということになっていますので。
　今は、先ほど申し上げた転地療養という考え方自体の必要性が随分なくなってきていますので、特に小学校３年生、４年生という中学年ぐらいのお子さんを親元から離してというところで、なかなか人数が少なくなっているのが実情です。
委員長　　偏食は、わかしおでなくて、区内に全寮制の小学校があれば、むしろ、そちらの方がいいのではないかという考え方もあるのですけれども、わざわざ偏食は向こうまで行く必要もない。

学務課長　　そうですね。あとは、今、お子様につきましての生活習慣病ということが医学的にも色々言われていますので、養護教諭や学校医師会等も含めて、きちんと管理していくという方法もあるのかなと。
　喘息も強力な薬も出ていますので、服薬治療できちんと管理すれば発作は治まるということもありますので、そういった今の医療的なもののサポートでケアできる部分が大分多くなってきていますので、必ずしも全寮制でなくても良いのかなという気がしたりしますけれども。

谷田委員　　区の財政が厳しいからこういうふうになっているということですよね。だから、やめることは致し方ないと思うのですけれども、せっかく「未来創造プラン」なので、教育に対する予算の割合は、ある程度確保してほしいと思います。

　幾ら減らしても、その分が全部違うところにいってしまうと、本当に「未来創造プラン」など、トータルの予算の中で、教育費の割合がこれだけあるよという、縮小しても、ちゃんとそれは確保できるとか、そういうのがないと残念ですよね。

　
教　育　長　　よろしいですか。今の点ですけれども。この間まで行政におりましたので、若干考え方をご説明します。
　今回の、特に２０１５のプランの改定と、それから、今ご議論いただいております経営刷新計画の動きですけれども、背景は、当面、今後３年間を見通したときに、歳入と歳出の乖離が約１００億円出てくるだろうと言われておりまして、平成２５年度については、今年度当初の試算ですと５０億円不足するだろうと。
　３年間を合わせますと１００億円規模の財政不足、要するに赤字というのですが、歳入と歳出の乖離が出てくるということの中では、緊急的にどうしても対応していかなければ。というのは、いわゆる基金といいまして貯金がありますけれども、この貯金を、これまでは取り崩して財源不足に充てていたわけです。この貯金も随分減ってきておりまして、このままいくと枯渇するというような緊急事態ということの中で、３年間については、厳しい財政状況にあるものですから、歳出を削減するという方向性での改革になっています。その上で谷田委員さんからお話がございましたが、今回の取り組みにつきましては、単に歳出だけを削減していくのではなくて、「未来創造プラン」ということですので、未来に向けた成長戦略も、もう片方でとっていこうということと、それから、今までの行政改革も２０年近くやってきているわけですが、その都度、その都度、どちらかというと当面の財源不足に対する直接的な対応ということでやってきておりまして、これですと基本的にイタチごっこになってしまいます。そこで、未来創造プランでは、財政構造そのものの見直しをかける中で、歳出もそうですけれども、しっかりとした歳入を確保していくような取り組みも行うこととしています。成長戦略事業に財源を集中して投下することによって、魅力を高めて、結果として、板橋に住んでみたいという方を増やして、板橋の人口を増やす、あるいは所得層を上げていくことによって、税収等の歳入もしっかり確保していこうというプランになっています。

　ただ、問題なのは、では、成長戦略のところで何を延ばしていくのか。それから、財政構造そのものの改革と言っていますけれども、では、その財政構造の改革の具体的な手法は何なのだというところについてまでは、残念ながら、今回のこの「未来創造プラン」の中では示されておりません。その部分につきましては、３月までに何とか示せるものは示すとしています。
　ただ、なかなかその期間の中で検討が詰まらないとお示しできないものについては、年度を超えても検討していって、検討が定まってきた段階で、また、その成長戦略ですとか、あるいは構造改革に当たる部分についてメニューをしっかり出していきましょうと、そういう取り組みになっております。

　したがいまして、今のお話にございました教育予算をどうするんだというあたりのことにつきましては、これから、特に成長戦略のところで具体的なメニューを出していくことになりますので、そういう意味では、しっかりと教育の分野が成長戦略にしっかり乗る、そういう視点を持った取り組みというのでしょうか、事業というものを、教育委員会側から提起していって、成長戦略に乗せることで、教育予算をしっかりと確保していくことになるのかなというふうに思っております。

　これから、全体の区の議論の中で、教育委員会としては、そういう成長戦略の部分、あるいは構造改革もそうですけれども、具体的な提案をしっかりしてくことで予算を確保できるのかなというふうに思っておりますので、そういう意味では、教育委員会事務局として十分に検討し、事務事業メニューを委員会にお諮りさせていただければというふうに思っております。
高野委員　　学校開放の見直しなどの件で、利用している方のマナーで気になる点がありました。

　費用の件については、ほかで、例えば地域センター利用をしたりとか、体育館を利用したりするときにもお金はかかってくるわけなので、学校ですと、もうちょっと金額的には利用しやすい料金でできると思うのですけれども、この中で、学校開放に使われている団体の方というのは、施設を利用するだけで余り学校との関係というのができていないような気がするのです。
　ですから、運営方法の見直しというときに、スポーツでしたり、そういう団体の方たちにも、これから、「あいキッズ」とか寺子屋とか、学校がやっている事業にお力を貸していただけるような働きかけも、ぜひ見直しの中でしていただけたらいいなと思います。
　それと、ふれあい給食ですけれども、ＰＴＡや何かでも給食試食会ということで、どんな給食を食べているかということを有料でやっていることが多いのですが、給食にかかる金額を払うことで「これだけの金額で、こんな給食が食べられるんだ」ということが、私なども給食試食会に参加して、その金額に対して工夫されているという実感や何かをすごく感じたので、もしこれを続けていくということであれば、有料であることは構わないと思います。

　それと、また、このふれあい給食だけではなくて、お年寄りと子供たちの交流という場、昔遊びをしたりとか、色んな場面で交流が図られているので、給食を食べて一緒にやるという場だけではなくても、十分にそれは行われているかなという気がしております。

学校地域連携担当課長　　今の高野委員のおっしゃっていただいた学校開放の件でございますが、確かに私どももそのように認識しております。

　実は、高島第六小学校では、学校行事とか、いわゆる校庭の芝刈り、そういったところに協力している団体のみに貸し出しているのです。
　今、私どもの方で一括管理運営しておりますけれども、できましたら、１つの方法としまして、学校別に、学校行事とかそういう学校イベントに協力している団体のみに、学校ごとに自主管理運営方式、団体で登録していただいて利用していただくだとか、そういうことができないかどうかということも、実際、足立区等もやっておりますので、これは検討して。

　ただし、お金をいただくという方法もありますが、なかなかお金をいただくと、かえって持ち出しの部分の方が多くなるという可能性もありますので、お金ではなくて、いわゆる労働、学校のイベントとか行事、芝刈り、そういった形で協力している団体、学校と信頼関係ができている団体に貸し出して、そこで自主的に管理とか利用する日にちを決めていただく。そういったことも可能かどうかも含めてちょっと検討会を立ち上げて検討してまいりたいと思います。
学務課長　　給食につきましては、今お話がありましたように、学校によって、保護者の方を招いて、生徒さんの給食実費と同じ料金をいただきながら実際に試食を、特に委託に切りかえたときはよくやっているのですけれども、足立区が最近、「おいしい給食」ということで、ホームページに載せたり、本も出したりと色々やっていますので、先日の議会でも、区の方でもっとホームページを充実されたしとか、あとは、庁舎南館の新しい食堂で給食を出したらいかがかというようなご提案もいただいたところなんですが、色んな意味で、今、放射性物質の話から給食というものが色々と注目されているところですので、私どもとしましても、給食につきましては、「我々としては、少ない料金で一生懸命やっていますよ」という現場の声もありますので、色んな形でこれからもＰＲをしていく必要があるのかなと。ホームページなんかも充実させていきたいなというふうに思っております。
　あとは、合わせて、昔遊びですとかお年寄りとの交流という意味では、この間、選択制の議論でも、学校と地域のつながりというものは再三地元の方から指摘されておりますので、色んな仕掛け、ツールを使いながら、学校と地域のつながりというのは、引き続き、教育委員会全体で課題として取り組んでいくべきものだと考えております。

今井委員　　学校開放とか、社会教育会館とか、教育科学館は、ここで言う住みたいまちの根幹にかかわることなので、ついつい、削らなければというときにリストの上の方にきてしまうのはすごくよく分かるのですが、魅力創造発信都市のコンセプトにはなければいけないものです。

　学校開放そのものがというよりも、スポーツをする場があるとか、文化的な団体が活動し、交流し、みたいな場があるというのは非常に重要で、その辺の価値というのが、これから多分、６０歳前半層とかを中心にどんどん高くなってくるはずなので、手綱さばきをうまくやる必要があるのかなという気がします。

　それから、この「住みたいまち」というのがどういうふうに展開されていくのか分からないのですけれども、教育社会学的な研究とかを見ると、多分、学校にとってはすごく良い方向に働く可能性があるという中で、２３区の都心部の区の１人当たり納税額と、こちらと１０倍とか開いていますよね。色々お考えくださっているのだと思うのですけれども、その辺が、もし施策としても見えていくと、谷田さんがご心配の教育予算も増えてくるのかなみたいな感想です。
委員長　　教育科学館も、本当はぜひ残したい。工業製品出荷２３区内１番を誇るためにも、「教育科学館」の名前を、「教育工業館」でもいいのですけれども、板橋区で持てないのであれば、各企業さんからの援助で維持できれば本当は素晴らしいなと思いますし、委託している会社が全部やっていただければ本当に一番いいんですけれども、多分きついと思いますから、区内の企業さんの協力を得て維持できればいいかなという気はいたしますけれども。

　各学校でも、それぞれ利用していますし、プラネタリウムは、簡単なものでもいいから残してほしいなという部分もあるかと思います。
生涯学習課長　　ありがたいお言葉、ありがとうございます。
　今、科学館の方では、プラネタリウムにつきましてもアナログでやっておりますが、生解説でやっているのです。これを売りにしております。やはり利用者に応じた解説ができるということで非常に好評なわけでございます。
　そのほか、科学教室とか、あるいはプラネタリウムのコンサートも開いていまして、それ以外に、指定管理者になったことによって、実験科学塾という、非常に優秀な生徒を育成していこうというような試みとか、あるいは名誉館長の催し等もあって、また、今回、金環日食のときに観望会も開くという意欲的な活動を始めていますので、この辺をもっと区の方でアピールしていきたい。

　区民の方にもっと実態を知っていただく中で、検討していければいいかなというふうに思っております。

　社会教育会館におきましても、やっていることは、素晴らしいことをやっているのですけれども、これは区民の方への周知という部分では、まだまだ工夫する点がございますので、この辺のあり方について今検討を始めていますので、その辺で検討の材料にしていただければいいかなというふうに思っております。
委員長　　区民と言わず、区外からも来ていただけるようなイベントがあると、さらにいいかと思います。美術館などですと、結構、かなり遠方からも来てくださる方がいるので、そのような企画があるといいなと思います。
　ほかにございますでしょうか。これは、今日で終わるわけではないので、また、色んなご意見がありましたら次の機会にお伺いするということにいたしまして、報告２に移らせていただきます。
○報告事項

２．平成２５年度学校給食調理業務の新規民間委託校について
（資料学―１・学務課）

委員長　　では、報告２「平成２５年度学校給食調理業務の新規民間委託校について」、学務課長から報告願います。
学務課長　　それでは、「学―１」と右上に表示がある資料の方をご覧いただきたいと思います。
　平成２５年度学校給食調理業務の新規民間委託校について。平成２５年度の新規民間委託校１校が下記のとおり決定いたしましたので、お知らせいたします。合わせて、委託校選定方法等を付記しますということで、記書き以降でございます。

　１番、委託実施校、加賀小学校（４名）。現在の調理職員定数は４名の学校でございます。

　２番、委託条件としまして、退職者不補充に沿って、次の事項を総合的に考慮し、決定した。

　（１）委託化により経費効果等が多く見込める学校。
　（２）給食関係設備等に考慮する事項が多い学校。
　３、参考でございますが、

　（１）平成２４年度の調理職員定年退職者数が３名、普通退職者が１名の計４名になってございます。

　（２）平成２５年度調理業務委託校。
　この加賀小学校を含めまして、小学校５３校中、４３校実施（８１％）、中学校ですと２３校中、２０校実施（８７％）という状況でございます。

　簡単ですが、説明は以上です。
委員長　　質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

　給食の委託に関しては、既に委託されている各学校で非常に好評でありますから、加賀小学校もそれに加わるということでよろしいかと思います。
谷田委員　　これは、もう余り劇的には進まないということですか。
学務課長　　今回、「いたばし未来創造プラン」にも入っているわけですが、基本的に退職者不補充という形でやっておりますので、今回もちょうど退職者見合いで同じ人数の学校１校ということで、平成９年から調理委託を開始しておりますが、その当初は転職等もありましたので、１つの年度で３校、４校一遍に委託もできたところがございますけれども、今現在、そういう退職者不補充という原則でいきますと、職員団体との調整もありますが、このぐらいの形で、１校、２校という形で進むのかなと。昨年も１校、その前も１校という状況でございます。
委員長　　あとは、残り１３校で、１３年かかるとか。そこまではいかないですか。

学務課長　　そうですね。年度によっては、もっと退職者が多い年度もありますので。
委員長　　よろしいでしょうか。

○報告事項

３．区立小中学校給食費の改定について
（資料学―２・学務課）

委員長　　では、報告３「区立小中学校給食費の改定について」、学務課長から報告願います。
学務課長　　では、引き続き、私の方からご説明させていただきます。
　もう１枚、次の面の右上に「学―２」と書いてある資料をご覧ください。
　区立小中学校給食費の改定についてでございます。
　１番の改定理由・経緯というところを簡単に読ませていただきます。

　学校給食費については、平成１６年度に一食あたり５円増の決定を行って以来、現行価格を維持してきたところである。しかし近年、食材の高騰が続いており、その中でも牛乳・乳製品、米、小麦製品等の値上がりが顕著である。特に米については、東日本大震災に伴う原子力発電所事故による放射能汚染の影響以来、価格はいわば「高止まり」の状況にございます。

　板橋区小中学校給食摂取基準に基づく適切な給食を実施するため、食材選択、献立作成などの面で工夫をしてきましたが、円滑な学校給食を運営するには非常に難しい状態であることから、平成２５年度の学校給食費について、小学校、中学校ともに、一食あたり１０円増の改定を行うというものでございます。
　２番の給食費改定新旧対象をご覧いただきたいと存じます。

　まず、①小学校の方でございますが、小学校は６年生までございますが、低、中、高と３段階の料金設定をさせていただいています。

　まず、低学年は、改定後、一食当たり２２５円とございます。右の方に改定前がありますが、２１５円です。２１５円から２２５円への１０円の改定。

　以下、同じように、中学年の方も２３５円から２４５円。高学年は２５０円が２６０円ということで、参考までに右端に年間の額としてありますが、低学年の場合は年間１，８７０円という形になります。
　この掛け算につきましては、一番下の欄外でございますが、１年間の給食回数が小学校は１９５回、中学校が１９０回という設定に基づいて計算しております。

　②中学校の方は全学年共通でございまして、改定前３００円のものが改定後３１０円ということで、年間にしますと１，８７０円の増という形で、平成２５年４月から始めていきたいというふうに考えているところでございます。

　以上です。
委員長　　質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

　給食費の値上げは昨年から言われておりましたから、やむを得ないかなという感じはあるのですけれども、昨年はお米の現物支給があって、あれは今年も続いている上で、この額になっているのですか。
学務課長　　昨年は「放射能の関係で米が上がりましたので、どうしましょうか」というところだったのですが、急騰だったものですから予算上間に合わずに、今年度、お米の価格上昇分だけの公費負担を、急遽、全体で５００万円を切るぐらいの額ですが、実施したところでございます。なかなか、本来、私費会計で実施すべく給食費に、公費を負担すること自体がいかがなものかという議論もありますので、本来の姿勢としまして値上げということで今回考えさせていただきました。

　先ほど申し上げましたように、平成１６年度から給食費を値上げしていないものですから、その間も食材がかなり上がっていまして、実は牛乳だけで８円ぐらい上がっているという状況ですので。今、一般的な食材の価格で一食当たりを計算してしまいますと、１０円どころか、３０円、４０円上げたいというところもあるのですが、そこは例えば、お米にしても白米だけではなくて、炊き込みご飯のときにはもち米を入れるですとか、パンにしても手の込んだパンは買わずに食パンであったりと、色んな食材の工夫で何とか１０円の値上げでやっていきたいというところで、今回、価格の設定をさせていただいたところでございます。
委員長　　ほかにご意見はございますか。

今井委員　　保護者からすると、月当たりの徴収額が２００円ぐらい上がる感じですか。ラフに。

学務課長　　そうですね。年間で１，８００円、１，９００円ということですから。
今井委員　　そうですね。ご納得いただけるのではないかなと期待します。

　あとは、調理委託が一般化してきている中で、近隣何校かをやっているようなところは、学校で献立を一緒にするみたいなことをやると、すごく効率が上がる面もあるのかなみたいな。それぞれ独自の献立ではなくて。そんなところで、さらなる上昇を抑えるような工夫というのが、少しはできる余地があるいのかなという気がしますけれども。

　ただ、その場合、どこの八百屋さんで買うのかとか、そういうとても難しいも問題が出てくるでしょうから、色々クリアしないといけないと思いますけれども。

　そういう色んな知恵も出していて、それでも今回の値上げが必要みたいなふうにいくといいのかなという気がします。

学務課長　　学校給食ですと、一般的なのは学校給食会というところで乾物類ですとか調味料などの納品をしているのですが、板橋区の場合は、以前から伝統的に区の栄養士ですとか学校長でやる組織が、一定程度、入札とは違うのですが、業者と、そういった調味料ですとか保存食材については事前に交渉しまして、ある程度、学校給食会等より安い価格の業者選定をします。

　各学校に、これとこの業者だったら、この商品については学校給食より安い値段で入りますよというカタログみたいなものを栄養士さんと学校の団体でつくりまして、毎年、毎年、学期ごとに業者を呼んで、食品を持ってきて、栄養士とか調理員が実際に試食しながら、見た目の評価と、だしなどは全部、実際に戻して味見して、品質がよくて安いものを選んで、そういった工夫もしながら、極力、価格を抑えながらやるような工夫はしているところです。
　共通献立につきましては、小学校の方は基本的に共通献立をやっているのですが、行事の日が違ったりしますので、共通献立をしますけれども、Ａ校はこの日が行事食で、違う学校は次の日が行事食という違いもあります。

　食材を一斉に調達するというのはなかなか難しいところでありますけれども、現在もこういった形で、できるだけ単価を抑えるという努力はしているところでございます。

今井委員　　共通献立の方が圧倒的というか、ほとんどですか。

学務課長　　小学校は基本的に共通献立ですので、ほぼ同じようなものをつくっています。
今井委員　　調理委託を始めたころは、結構、栄養士さんが配属されて、独自献立みたいな動きが最初は出てきたような記憶があったんですけれども、そこは。

学務課長　　中学校は、今でも標準献立というのをつくってはいますが、各栄養士さんがかなりアレンジしております。中学校はそれぞれが、ある程度、独自的なものをやっているところもあります。

　小学校は共通献立がありますので、ただ、１週間の中での前後はあるかもしれませんが、ほぼ同じようなメニューを提供しているというふうになっています。

委員長　　では、この件に関しては、よろしいですか。

（はい）

○報告事項

４．第１１回櫻井徳太郎賞審査結果
（資料生―１・生涯学習課）

委員長　　では、報告４に移ります。「第１１回櫻井徳太郎賞審査結果」について、生涯学習課長から報告願います。
生涯学習課長　　それでは、「生―１」をご覧ください。
　第１１回櫻井徳太郎賞の受賞者の決定について、ご報告させていただきます。
　応募状況は記載のとおりでございまして、こちらにつきましては１０月１２日の第１８回教育委員会において報告させていただいたところでございます。

　審査経過でございますけれども、記載の４名の審査委員の先生方に審査をお願いいたしまして、１１月５日と１２月５日の２回にわたり、審査会を行いました。

　受賞者につきましては、別紙の受賞者名簿のとおりでございます。

　まず、一般の部では、川合正裕さんの「東北地方の「畑の神」信仰―春秋に去来する農耕神を事例として―」が大賞に決定いたしました。
　この川合さんでございますが、岩手県遠野市在住の方でございまして、研究テーマとしましては、東北山村の環境・生業・技術・信仰等の民俗学等の研究を行っている方でございまして、また、東日本大震災の被災を受けた資料、特に津波により海水を浴びた郷土資料とか町議会の資料などの修復活動を、今、実際に仕事としてやっておられる方でございます。
　今回、この論文につきましては、東北地方における春から秋に去来する農耕神について、青森の南部、あるいは北上山地、会津地方の事例から、その多様性を明らかにしようとした論文でございまして、東北地方の事例を一つ一つ丁寧に検証しまして検討を行っている点が評価されたというふうに聞いてございます。

　また、今回、一般の部につきましては８論文の応募がありましたが、第１回目の審査会で最終選考に残すべき作品を３点に絞りまして、第２回目の審査会で大賞を決定したということでございます。

　高校生の部につきましては、最優秀賞には都立板橋有徳高校３年生の２人による共同研究「旧下練馬村の半檀家制について」が、また、優秀賞につきましては「原爆から考える戦争」に決定いたしました。

　あと、小・中学生の部につきましては、今年度も最優秀賞は該当なしということで、２年連続で最優秀賞は出なかったわけですけれども、優秀賞は板橋第一中学校３年生、河野さんの「今、わたしたちができること」ほか２点と、佳作６点ということで、記載の方々が決定したところでございます。

　授賞式は１月２６日土曜日の午後２時からで、文化会館の大会議室を予定しております。
　教育委員の皆様におかれましては、ご都合をつけていただいて、ぜひご出席をお願いしたいというふうに思っております。ご依頼文につきましては、後日、お渡ししたいというふうに思います。
　櫻井徳太郎賞の報告は以上でございます。
委員長　　質疑、ご意見等がございましたら、ご発言ください。

　今年は、高島第三中学校が頑張って、たくさん入賞されているので、非常に結構なことだと思います。
生涯学習課長　　今年度、高島第三中学校のレベルが非常に高くなったようでございます。熱心に指導された関係もあるのかも分かりませんが、区内での中学生がこれだけ入選したというのは非常に喜ばしいことかと思います。

委員長　　高校の方も、有徳高校はいつもというか、以前は大山高校にいらした先生が有徳高校に移られて、毎回、授賞されているので、やっぱり指導する先生がいるといないとでは大分違うかなと思います。

生涯学習課長　　そうですね。特に高校生のレベルになりますと、その辺が大きく影響するかなと思っております。

　また、ご承知のように、佳作の方で、今まで常連だったお子さんが高校生になって、また出してきておられますので。
委員長　　伊東君ですね。

生涯学習課長　　はい。それも非常に喜ばしいことかなと思います。
高野委員　　佳作の伊東君、この方は板橋区の中学校を。

生涯学習課長　　はい、卒業されております。たしか高島第一中かなと思います。

高野委員　　ほかの高校生の方は、この逗子開成だと遠いのであれですけれども、攻玉社の方というのは板橋に住んでいらっしゃる方ですか。

生涯学習課長　ではないみたいですね。
高野委員　　分かりました。

生涯学習課長　　高校生になると、全国レベルでこれを目指して勉強しているお子さんがいらっしゃいますので、それはそれとして、賞としては素晴らしいかなと思っております。
委員長　　以前は、小学生の部に奄美から来たお子さんもいらっしゃいました。

　それと、授賞式の日に来てくださいということですけれども、２時からの前にイベントがあるんですよね、いつも。

生涯学習課長　　今回は、経費の関係でその辺はカットされましたので、催しはございません。
委員長　　では、２時に行けばいいんですか。

生涯学習課長　はい、よろしくお願いいたします。
委員長　　分かりました。では、お時間があります方はよろしくお願いいたします。

○報告事項

５．板橋音楽祭ジュニア２０１２の実施結果について
（資料生―２・生涯学習課）

委員長　　では、報告５「板橋音楽祭ジュニア２０１２の実施結果について」、生涯学習課長から報告願います。
生涯学習課長　　続きまして、「生―２」をご覧ください。
　板橋音楽祭ジュニア２０１２の実施結果についてでございます。今年度は、１１月１０日土曜日に、文化会館大ホール及びホワイエで開催されました。
　この事業は、平成１７年１月１０日に、東京板橋ロータリークラブの１００周年の記念事業として開催されまして、次年度より、板橋区、板橋区教育委員会、板橋区青少年健全育成地区委員会連合会、板橋区文化・国際交流財団との共催事業として継続しまして、板橋音楽祭実行委員会により実施しておりまして、今年度は９回目を迎える事業でございます。
　区中研の音楽部会にもご協力をいただきまして、２１の中学校がステージで吹奏楽、合唱、及び華道部の作品展示、茶道部の出店により全２３校が参加する事業でございます。来場者につきましては、出演の中学生を含めまして３，０００人でございました。

　今年は区制施行８０周年の記念事業として開催されまして、お昼の連合合唱では「愛するふるさと」の合唱が披露されました。

　プログラムは、別紙１のとおりでございます。

　また、今回も来場者にアンケートをとりましたので、その結果を抜粋として別紙２に記載しております。
　今年度も、「全体的に素晴らしかった」という話、また「生徒たちの頑張る姿に元気をもらった」、あとは「レベルが年々上がっている、高かった」、「茶道、華道もよかった」という称賛する声がほとんどでございました。

　また、今回は、総合司会や学校の紹介も生徒が行いまして、一段と生徒主体で運営してもらったこともよかったという評価を受けてございます。

　観客席には、地域の方々や出演者の保護者はもちろんのこと、来年度、中学校に進学する小学生も多く訪れておりました。

　事業自体がかなり定着してきまして、例年、楽しみにしている方が増えておりますし、また、非常によい事業だという評価も高まっておるところでございます。

　なお、来年度は、１１月９日土曜日を予定しております。どうしても、中学生のスケジュールがこれしか合わないということになっておりまして、他の事業とかぶるのですけれども、これしかないということで決めさせていただいているところでございます。

　報告は以上でございます。
委員長　　質疑、ご意見等がございましたら、ご発言ください。

高野委員　　この日、私も行かせていただきました。午前中が小学校の音楽会とか学芸会とかと重なっていますので、例年なかなか行けなかったのですけれども、今年は午後からだけでもと思って行かせていただきました。
　本当に、アンケートに書いてあるとおり、演奏も素晴らしく、今、中島課長がおっしゃったように、私が特に感じたのは、運営も中学生が頑張ってやっているということで、私は午後から行ったんですが、受付や文化会館の前に、午前中に出演を終えた中学生たちが出て皆さんにパンフレットを配ったり、また、会場内の誘導とか、色んな面で中学生が自主的に運営しているということがすごくよく分かって、大変素晴らしかったと思いました。
　こういう大きなステージでやる機会を与えていただいて、本当に中学生たちの練習の励みになると思いますので、来年度からも、ぜひまた続けていただきたいなと思いました。

生涯学習課長　　これまでは総合司会をプロの方がやっておられたんですけれども、今年度は、ぜひ生徒にやらせようということで実行委員会に話がありました。その際、要するに、どうなるかということで不安がる方もいらっしゃいましたが、当日は非常に見事に、原稿も読まずに発言するなど、素晴らしかったです。それについては、実行委員の皆さんも非常に評価しておりまして、来年もこの形式がいいという声が聞かれております。ありがとうございました。
委員長　　成増童謡まつりでも、ジュニアリーダーさんの中学生に司会をやってもらっていますけれども、台本を見ながらやっています。

高野委員　　司会を自分たちがやることで日ごろの練習のことですとか色んなことを子供たちが報告してくれて、前のものを私はＤＶＤで拝見したんですけれども、プロの方がやって本当に整然とした感じですけれども、今回は中学生が出てきて、自分たちは練習にこういうふうに取り組んでいますとか、そういう身近な話も聞けたので、司会も大変素晴らしかったと思います。

生涯学習課長　　ありがとうございました。

委員長　　毎回、ほかのイベントと重なって一度も行ったことがないんですけれども、ここの午後の部で、中学校連合合唱団ということで、中学校が七、八校連合で合唱をやっているというのが非常にいいかと思います。

生涯学習課長　　練習する時間がないということで、集まる時間がなかなかとれないということで、２回ぐらい集まられたということです。その割には、非常に声もそろっておりまして、聞いている方たちに非常に感動を与えたのかなというふうに思っています。

　その辺が、アンケートでも書かれている方がいらっしゃいますので、ぜひ、次年度も続けていきたいなというふうに思っています。

委員長　　ぜひ、来年度もよろしくお願いいたします。

○報告事項

６．「第６２回“社会を明るくする運動”作文コンテスト」の審査結果について
（資料生―３・生涯学習課）

委員長　　では、報告６「「第６２回“社会を明るくする運動”作文コンテスト」の審査結果について」、生涯学習課長から報告願います。
生涯学習課長　　それでは、「生―３」をご覧いただきたいと思います。
　この件につきましては、前回の事務打合せ会で少し速報を流させていただいたところでございます。
　今年度は、板橋区では、小学校４校、中学校９校の合計１３校から５１１作品の応募がございました。
　板橋区推進委員会で審査を行いまして、東京都推進委員会に１６作品（小学生の部６作品、中学生１０作品）及び奨励賞５校を推薦させていただいたところでございます。

　このたび、東京都から審査結果が届きましたので、ご報告するものでございます。今年度は、７つの賞のうち、板橋区立の３名の中学生が見事入選を果たしました。

　まず、東京都推進委員会委員長賞でございますが、これは「非行防止のために」という題名で赤塚三中の３年生が選ばれまして、これは都から中央推進委員会に推薦されることになります。これは、実質的に最優秀賞でございます。

　続いて、東京都保護司会連合会会長賞には、上板橋第二中学校の２年生が、そしてまた、東京都更生保護施設連盟会長賞に、志村四中の２年生が授賞いたしました。

　都内からは合計で２２０校、７，８３１作品の応募がございまして、中学生は５，９６０作品の中から入選したということでございます。７つの賞のうち３つ板橋区が入ったということは非常に画期的だったというふうに思っております。

　受賞者は、１２月２６日に優秀賞受賞者の表彰式が予定されることになっております。奨励賞の授賞校につきましては記載の５校でございます。

　ご報告は以上でございます。
委員長　　質疑、ご意見等がございましたら、ご発言ください。

谷田委員　　賞を取られた個人の方は、女性ですか。
生涯学習課長　　はい、女性です。板橋区の応募状況も女性がかなり多かったです。
委員長　　先日、「税の作文コンクール」の表彰式もありましたけれども、区長賞も教育委員長賞も全部女性です。

　７つのうち３つも賞を取れるという、その下地としては、櫻井徳太郎賞をやっているとか、ボローニャの絵本大賞をやっているとか、板橋が工業だけではなくて文化の面にも非常に力を入れているということの証ではないかと。
生涯学習課長　　特に、この上板二中のお子さんは、ご承知かも分かりませんが櫻井徳太郎賞で小学生の部で入選したお子さんです。そういうふうにつながっているのかなと思います。
委員長　　そうですよね。１つの賞を取る方は、読書感想文でも賞を取るとか、結構、あちこちで賞を取られますから。だから、そういう人たちはどんどん伸ばしていかれるといいかと思います。

○報告事項

７．人事情報
（資料指―１・指導室）

委員長　　では、報告７「人事情報」について、指導室長から報告願います。
指導室長　　指導室所管の県費負担教職員で非常勤の人事について、毎月最初に報告させていただいているものでございます。
　まず、正規職員につきましては、１１月３０日現在の教職員数は、括弧内を含めまして１，８４４で、１０月末から１名の減でございます。
　この１名は、主幹教諭が、ほかの区の副校長が空きになったので、昇任として他区に出ました。その関係で１名減です。この１名減になった分については、既に、最初から後補充がついていたので、学校の中の運営上は大丈夫ということでございます。これが正規職員についてのことでございます。

　それから、裏面ですが、非常勤職員についてです。

　学習指導講師は１０月末時点で１５４ということで変わっておりません。２名退職があり、それを２名採用したということでございます。

　この後、１２月４日付で、ここには出ていませんが１名採用済でして、現在、定員１５５名は確保しているという状況であります。

　（２）以下の非常勤職員については変更ありません。

　以上でございます。

委員長　　質疑、ご意見等がございましたら、ご発言ください。

　特に大きな動きはないということでよろしいでしょうか。
　次に、教育委員会次第にはありませんが、追加報告事項はありませんか。

学校地域連携担当課長　　それでは、学校地域連携担当課から２件、報告させていただきます。

　１件目は、放課後子ども教室におけます指導員の不適切な対応、暴力行為についてでございます。こちらは、本日は口頭で説明させていただきます。

　先日、１１月１５日に、教育委員会で実施しております板橋第六小学校の放課後子ども教室におきまして、委託事業者の指導員による子供への不適切な指導、暴力行為があったことが判明いたしました。

　事件の概要でございますが、現在、はっきりしている点は、被害児童が遊んでいたドッジボールが指導員の顔に当たりまして、怒った指導員が大声を上げて児童を威嚇した上、被害児童の胸倉、肩をつかみまして、校庭の外トイレの目隠し用のプラスチック製の仕切り版に押しつけまして、肩、頭を打ちつけたという暴力行為を行ったということでございます。

　この行為により、被害児童は負傷いたしました。当初の診断では頸椎ねんざという診断書が出てございます。
　なお、確認ができていない事項が数点ございます。

　１点目は、ボールが指導員に当たった原因でございます。児童、たまたまその場にいました母親、周りにいた子供たちの話では、上に投げて遊んでいた児童のボールが、取り損ねて、そのボールが跳ねて指導員の顔に当たったということです。指導員は、児童がわざと蹴ったボールが顔に当たったと主張してございます。

　また、被害児童、母親、周りにいた子供たちの話では、指導員が児童を殴ったとの話でございますが、指導員は、殴る仕草はしましたが当ててはいないと話しております。

　現在、ご両親から警察に被害届が出されておりまして、警察による捜査が行われてございます。

　事件後の教育委員会の対応でございますが、ご両親、学校、委託会社を交えまして話し合いを設けまして、現在、話し合いを続けてございます。
　指導員が児童に暴力を振るったことは事実ですので、指導員には、放課後子ども教室の指導員はやめていただきました。
　また、再発防止のため、区職員による巡回の強化、指導員への子供への指導方法のチェック、また、指導員の研修の実施等を図ってございます。

　そして、この事件について、板六小の保護者説明会を１１月２９日に実施いたしまして、教育委員会としまして、お詫びと現在までの対応、再発防止等の取り組みを説明させていただきました。年内に、再度、保護者説明会を開催する予定で、今、準備を進めてございます。
　被害児童の心のケアを第一に対応しまして、板六小の子供たちに、引き続き、放課後子ども教室を安心して利用していただきますよう、再発防止に取り組んでまいります。
　現在、警察が捜査中ですので、概要について報告させていただきました。

　以上でございます。

　それから、もう１点ございますけれども、板橋区学校支援地域本部シンポジウムのチラシができましたので、お手元にお配りしてございます。

　前回の教育委員会でもお願いいたしましたが、今回は１２月１５日１時から４時まで、ハイライフプラザの２階ホールで実施いたします。

　講師は、ＮＰＯ法人スクールの生重先生でございまして、「学びを伝える学校と地域の連携」ということで講演をいただきました後、実施校、蓮根第二小学校、板橋第四小学校、高島第六小学校、加賀中学校の、地域コーディネーターによる事例発表がございます。そのほか、実施校のコーナーを設けてございます。
　年末の大変お忙しい時期とは思いますが、ぜひシンポジウムの方にご参加いただきたいと思います。よろしくお願いいたします。

　以上です。
委員長　　特に、先ほどの放課後子ども教室の件に関しまして、質疑、ご意見等がございましたら、ご発言ください。

　この指導員を委託するに当たっては、色々、面接とかそういう形で審査するわけですか。
学校地域連携担当課長　　委託しておりまして、そこまで教育委員会が直接かかわっていることはございません。委託会社が募集をかけて、集まってきた方々を面接して採用している、そういうようなシステムになってございます。

谷田委員　　こうしたケースは初めてですか。
学校地域連携担当課長　　実は、平成２１年３月ぐらいに、こういった事件があったという話は聞いてございます。そして、今年の９月に新河岸小学校でも似たような事件が起こりました。
　これは、新河岸小学校の場合には学習指導もやってございまして、お昼休みに、そこいたお子さんが授業に戻らないということで、指導員が教室に戻りなさいということでもみ合いになって、そのときに手が鼻に当たって、鼻血が出た。そして、興奮した児童が鉛筆削りを指導員に投げつけた。そして、指導員の顔に当たってしまったということで、そういう事件がございました。

　それについては、両親が警察に被害届を一旦出して、また取り下げて、また再度出したという、そういったケースがございます。

　私の方で把握しているそういった大きな事件は、今のところ２件でございます。
委員長　　色々、まだ検討しなければいけないことはたくさんあるような気がいたしますけれども、とりあえず、事実関係というか、概要の報告ということで聞いておくにとどめておきたいと思います。いずれまた報告がありますよね。
学校地域連携担当課長　　はい。しっかりと事実関係が判明しました段階で、改めて書面にて報告させていただきたいと思います。

委員長　　分かりました。ほかに報告事項はございませんか。指導室長、どうぞ。
指導室長　　交通事故の件で、１枚資料をお出ししました。
　９月、１０月の死亡事故で、学校では指導してきたところですけれども、交通事故はゼロにはならないというのを痛感しました。
　１１月、ひと月間では、実は９件の交通事故がございまして、小学校は７件、中学校が２件であります。そのうち登下校中は４件ということであります。
　今日、地図をお配りしたのは、１１月２９日に成増ケ丘小学校の３年生の男の子が左足の２カ所骨折ということで、大きな事故だったということで、その状況とご報告です。

　地図にありますとおり、真ん中に成増ケ丘小学校がありますが、このラインのとおり、３年生の男の子が友達２人と３人でこの道をずっと歩いてきて、Ａの地点まで来ます。
　Ａ地点から、けがをした子供だけが左に曲がって、時計回りに、このところをぐるりと回って落ち合うという、こんな計画だったようですが、Ｂの地点まで来て、そこから飛び出して、Ｃの車、これは軽ワゴン車ですが、軽ワゴン車の右前輪に足首を取られたという形で、骨折であります。

　このＤのところで宅配便のトラックが待機していたので、Ｃの車はすれ違うために徐行していたということでありますけれども、よけられずというところであります。

　この宅配便の運転手さんと、さっきＡ地点で別れた２人の子供が一部始終を目撃したということで、その事実に基づいて、こういったことの報告がありました。

　学校では、子供たちに指導しましたし、また、保護者向けにも手紙をつくりまして、放課後とか地域の安全等について、「気をつけて」の一言を口を酸っぱく言ってくださいというようなことでお願いをしているというような状況でございます。

　以上でございます。

委員長　　結局、真っすぐ歩いていけばよかったのを、若干ふざけていたという、そんな。

指導室長　　ふざけていたかどうかははっきりしていません。ぐるりと回り道をしてということで、落ち合う計画だったような感じではあります。
委員長　　結局、指導を徹底してもらうというよりないので、よろしくお願いいたします。

指導室長　　はい。
新しい学校づくり担当課長　　私の方から、大山小学校に関する状況につきまして、ご報告させていただきます。

　１１月２０日の教育委員会におきまして請願の取り扱いと、大山小学校の閉校に関する決定をしていただいたところでございますけれども、その後の状況でございます。

　１１月２２日に大山小学校にて保護者説明会を行い、教育委員会が決定した事項をお伝えいたしました。そして、新年度から指定校変更、いわゆる転校を希望する方の意向調査というものを実施いたしました。

　若干、調査票のやりとりのところで未確定のところもございますので、概ねの数だけ、まずはご報告したいと思います。
　まず、新入学の生徒ですけれども、現時点で１名というような状況になっております。大山小学校の通学区域内からはゼロです。区域外からの選択者ということ、ご兄弟関係ということです。

　新入生を１人と見込みまして、それぞれの学年を進級させますと、最大で３９人の通常学級。特別支援学校につきましては新入学希望がありませんのでゼロで、それぞれ進級させて特別支援は１７名というような状況でございます。

　その転校の意向調査のところで、概ねの数で恐縮ですけれども、３９人のところ、転校希望者が２桁以上おりまして、二十数名というような通常学級の全体規模になる見込みでございます。

　これまでのとおり、来年度の２・３年生は複式学級ということが確実な状況ですけれども、それに加えまして、４・５年生につきましても、現在のところ複式学級となってしまうのではないかという、かなり心配している数値になっております。

　特別支援学校につきましても、若干、学校変更の希望が出ておりますので、１７人から少し減るような見込みとなっております。

　そういった状況も踏まえまして、１２月５日の文教児童委員会におきまして、陳情の審議が行われました。

　件名は「学校選択制・学校適正配置に関する陳情」でございまして、この陳情に関しましては、１１月２０日の教育委員会において審議いたしました請願と同じ提出者、同じ内容になっております。
　学校選択制と大山小学校の状況につきまして、状況の説明をした後に、審議を行いました。

　その中で出た主だった意見だけ幾つか紹介させていただきたいと思いますが、大山小学校のこの状況を分かっていながら、教育委員会で強硬に決定したこと、そういった部分では権力の恐ろしさを感じているということでございます。教育委員会としては、このやり方が正しいと思っているのか、責任は重いのではないかということでございます。

　それから、協議会、あるいは地域はまだまだ納得していないんだというような意見です。
　それから、来年度は人数が相当少なくなるという説明を受けて、教員数も減るという中で、区独自に、例えば教員を採用する、専科教員を減らさないなど、そういった努力をしてほしいというようなお話。

　それから、複式学級については、どこが問題なのかというようなお話もございました。実際にご発言になった委員の方は、新潟県にある全校３０名の小学校を見て、その学校独自の、例えば学び合いの学習方法であったりとか、そういった独自の取り組みのところで非常にいい教育をしているんだというようなご紹介もございました。

　それから、この陳情に当たりましては、総勢８００ぐらいの署名もついております。これだけ多くの方がそういった考えを持っているというところで、まずは保護者一人一人の意見もしっかり確認してほしいということと、陳情者に対する意見のやりとりというのも、もう少し丁寧に、これから必要ではないかというようなご意見もございました。そういった意味では、いわゆる決定の手順とか手続とか、そういったものをしっかりとつくっていくべきだというようなご意見がございました。
　１２月５日の文教児童委員会においては、結果としては、１つ目は学校選択制の廃止、２点目が大山小学校の平成２５年度閉校の再度の検討ですが、１番、２番、ともに継続審議という結論になりました。

　この評決の部分でございますけれども、お１人の委員からは、学校選択制の１については採択を主張するというようなお話もございました。そのほかにつきましては継続というような意見でございました。
　その継続の中の幾つかのご意見では、過小規模校に道はないというのは短絡的ではないか。難しい環境であることは理解しているといった上でのご意見でございます。

　それから、教育委員会の議決、これについては尊重する立場にあるけれども、まだ少し時間はあるので、理解を得るなどの動きは必要ではないかというようなお話がございました。
　それから、選択制については見直す必要があり、引き続き、議論していきたいというようなお話もございました。

　これらのお話を受けまして、私の方で、昨日、陳情の提出者の方とお会いしてまいりました。

　その際には、このやりとりについて深く話すような状況ではありませんでしたけれども、今後、意見交換などをさせていただきたいという申し入れをさせていただきました。その気持ちに対しては了解していただきましたので、日程調整などをして、お会いする場を設定していきたいと思います。

　実際には、区議会では、１月２４日に閉会中の文教児童委員会が予定されております。その場において、もう一度、この陳情についての審議が行われますけれども、その１月２４日以前に、陳情の提出者、あるいはその中心となっている方でしょうか、そういった方々とお話をさせていただく場を設定したいと思っております。

　教育委員会では、方針というものを決定したところではありますけれども、まだまだそういったご意見もありますので、保護者との面談、あるいは個々のご意見の確認なども含めて、引き続き、執り行っていきたいと思っております。

　教育委員会のこの場においても、様々な状況については、引き続き、報告等をさせていただきたいと思いますので、その都度、ご議論いただければというふうに思っております。

　以上です。
委員長　　特に、大山小学校の報告に関しまして、ご意見、ご質問等がございましたら、ご発言ください。
　文教児童委員会の方では、とりあえず継続審議というふうになったということでございまして、選択制についても採択のご意見があったということです。先日の本会議では、選択制は続けるべきだという意見も議員さんからありましたから、現在のやり方が最良とは思いませんけれども、検討していくことは必要かなとは思っております。

　あとは、「強硬に決定した」というご意見もあったということですけれども、もともとが適正配置・適正規模の原則に則って動いているので、特に強行したということではないと私は認識しておりますけれども。
新しい学校づくり担当課長　　委員会の場で、「複式学級で何が悪いのか」とか、「過小規模が」というようなお話が出ましたので、その辺はしっかり、これまでの適正規模・適正配置審議会での学識経験者の先生方からのお話であったりとか、この教育委員会でも、そういった課題点などもお話がなされていましたので、もう少し整理して、しっかりと私の方で答弁というか、お伝えしたいというふうには思います。
委員長　　複式学級は、そうなったらそれなりの対応をきちんとしていかなければいけないと思いますから、新潟の小学校では３０人でもそれなりの対応をしていると思うのですけれども、学校はみんなが集まってお互いの意見を交換し合うところだと思いますから、人数は適正な数があった方がいいし、クラスも適正な数があった方がお互いに切磋琢磨できるので絶対にいいかとは思います。

　だから、複式学級の方がいいということは、まずないと思います。
　複式学級になったら、それはそれで、それなりの対応をしなければいけないと思いますけれども、特に普通学級に関してですけれども、絶対に複式学級のままでいいということはないと思います。
　ということでよろしいですか。ほかにご意見があれば、ご発言ください。

谷田委員　　大分、来年は少なくなりますよね。
新しい学校づくり担当課長　　そうですね。通常学級が６学年で２０人ちょっとということが見込まれていますので、かなり厳しい状況です。

　ただ、学習指導講師等で何か独自の対応をというようなお話もございます。色々、財源はかかってくるところもありますけれども、そういったところを抜きに、しっかりと学校現場とお話をして、最善の状況を整えるというのは取り組んでいきたいと思います。
委員長　　この場合の複式学級というのは、どういう形。各学年が一桁ぐらいしかないとすると、２学年ずつが複式になるということですか。

新しい学校づくり担当課長　　そうですね。決まり上、連続する２つの学年ということです。それから、１年生と６年生は複式の対象となりませんので、例えば、一、二年生の複式だけというのはあり得ません。仮に四、五年生も各々５人以下ということになれば、二、三年生の１学級、四、五年生の１学級というような形になります。

委員長　　分かりました。
　では、ほかに報告事項はございますか。

（なし）

　なければ、以上をもちまして、本日の教育委員会を終了いたします。
午前　１１時　５５分　閉会
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